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1． はじめに   1  

2   
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5  

我が国の精神障害者施策に？いては、長ら〈精神障  

害者を医療及び保線として進められ  

てきたことから幕吾照度福祉行政の最大の政策課透の一つとして 、精神障害  

者の長期入院の解消を図り、社会復帰を促進することが精神偉健福祉行脚  

最大の政策課題の一つとして指摘されて日豊た。   

このため、精神障害者が社会復帰を果たす上で障害となっている諸問題の  

解決を図る必要があり、医療的なケアに加えて、退院のための環境整備など  

についての様々な支援を行う人材の養成・確保として、従来から医療機関及  

び社会復帰施設において精神障害者の社会的復権と福祉のための専門的な活  
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動を実践してきた精神科ソーシャルワーカーの国家資格化が求められた。  

こうしたことから、精神障害者の保健及び福祉に関する専門的知識及び技  

術をもって、精神障害者の社会復帰に関する相談援助を行う者として、里盛  

旦生⊆精神保健福祉士の資格制度が精神保健福祉士法（平成9年法律第13  

1号）により創設された。   

資格制度創設から現在に至るまでのこの10年間に精神保健福祉士を取り  

巻く環境に変化があったところであるが、その中でも、平成16年9月に精  

神保健福祉対策本部が提示した「精神保健医療福祉の改革ビジョン」（以下「ビ  

ジョン」という。）において、「入院医療中心から地域生活中心へ」という基  

本的な方策を推し進めるため、地域生活支援体系の再編などを柱に掲げ、受  

入条件が整えば退院可能な者約7万人について、立ち後れた精神保健医療福  

祉体系の再編及び基盤強化の推進により、10年後の解消を図ることとして  

いる。   

このビジョンに基づき、これまで精神保健医療福祉に関する施策が実施さ  

れてきたところであるが、長期入院患者を中心とした精神障害者の地域移行  

が十分に進んでいない状況にある。   

現在、障害者自立支援法の3年後の見直しに向けた議論が行われていると  

ころであるが、特に、精神障害者については、別途検討会を設置し議論が行  

われており、その中で、精神障害者の地域移行及び地域生活の支援を更に推  

進してし1・く方向で検討が進められている。   

精神障害者が地域において安心して自立した生活を送るためには、「相談支  

援」、「住」、「生活」及び「活動」の各側面における地域生活支援体制の充実  

－】－   



を図る必要があるが、上記の議論においては、特に、今後、「相談支援」の強  

化を図ることの重要性が指摘されている。   

1   

2   

3   

4  今後、相談支援の強化を進めていくにあたっては、精神障害者の立場に立  

ち、権利擁護及び主体性を尊重した相談援助により、これらの地域生活支援  

を行う専門職である精神保健福祉士が担う役割はますます重要になる。   

このような状況の中、本検討会は、平成19年12月から審議を開始し、  

精神保健福祉士の高い専門性を担保できるような養成の在り方等について、  

これまでの議論を踏まえて中間的な取りまとめを行うものである。  
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12 2．求められる精神保健福祉士の役割及び必要となる技術  

l
 
l
 
l
 
l
 
l
 
l
 
 
1
 
 
2
 
 
2
 
2
 
 
2
 
 
2
 
2
 
 
2
 
2
 
2
 
 
2
 
3
 
3
 
3
 
3
 
4
 
5
 
6
 
7
 
8
 
9
 
0
 
1
 
2
 
3
 
4
 
5
 
6
 
7
 
8
 
9
 
0
 
1
 
2
 
 

（1）この10年間での変化  

前述のとおり、我が国の精神保健福祉行政の最大の政策課題の一つであ   

った長期入院患者を中心とした精神障害者の地域移行を促進するため、地   

域移行に関する様々な課題の解決を図り、医療とは異なる観点から精神障   

害者の立場に立ち、社会復帰のために必要な医療的なケア以外の支援を行   

う人材が求められたことから、医療機関及び社会復帰施設において精神障   

害者の社会復帰を支援する専門職として精神保健福祉士制度が精神保健福   

祉士法（平成9年法律第131号）により創設されている。  

制度創設当時に求められた「精神障害者の社会復帰の支援」・を担う役割   

については、「入院医療中心から地域生活中心へ」という施策の転換が図ら   

れている中にあって、精神保健福祉士の役割としてその重要性が一層高ま   

っているが、長期入院患者を中心とした精神障害者の地域移行が依然とし   

て進んでおらず、一方で、国民の精神保健の課題にも拡大がみられている。  

（2）今後の精神保健福祉士に求められる役割   

① 中核の業務として担うべき役割  

上記のような背景から、医療機関等において精神障害者の地域移行を  

支援する役割については、今後も精神保健福祉士の重要な役割であり、  

これに加え、精神障害者の地域生活を支援する役割がより重要となって  

いる。  

これらが、精神保健福祉士が精神障害者を支援する専門職として担う  

べき最も重要な役割であり、具体的な業務としては、  

ー2一   



○ 援助の方向性を明らかにし、一貫性を保つための援助計画の作成、   

日常生活能力向上のための指導、生活技能訓練及び退院のための家族   

環境の調整  

○ 在宅医療・福祉サービスの調整、住居の確保・日常生活上の能力の   

向上のための訓練等の居住女援及び就職に向けた相談・求職活動・職   

業生活上での環境調整等の就労支援  

○ 地域住民に精神障害者の理解を求めるとともに、他職種・関係機関・   

ボランティアと連携し、必要な社会資源を整備、開発するための地域   

づくり  

などがある。  
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② 精神保健の課題の拡大を背景として拡がった役割  

近年の精神保健の課題の拡大を背景として、職域の拡大や、求められ   

る支援が多様化しており、精神保健福祉士の役割が拡がってきた。  

（ア）職域の拡大  

○ 行政に関する分野では、精神保健福祉センター、保健所に加え、市   

町村等において、地域の精神保健医療福祉施策を推進する役割  

○ 司法に関する分野では、心神喪失者等医療観察法における社会復帰   

調整官及び精神保健参与員」逓正施設等からの地域生活への移行を支   

援する専門スタッフ  

○ 教育に関する分野では、学校等において、いじめや不登校、教員の   

精神疾患羅患者の増加などを背景に環境調整等の支援を行うスクール   

ソーシャルワーカー  

○ 労働に関する分野では、精神疾患により休職中の草の職場復帰支援   

を行う産 

者に対して、就労支援を行う精神障害者就職サポーターや話語疾患に   

など職域の拡がりがみられる。  

（イ）求められる支援の多様化   

従来からの統合失調症への対応のみならず、各々の疾患に対して、固  

有の特性を踏まえた適切な対応が求められており、例えば、  

○ 様々なストレス関連障害や、社会経済状況等を背景として＝戸大きく   

増加しているうつ病等の気分障害、ストレス仕障吉  

○ 人口の高齢化の進行に伴い、大きな社会問題となっている認知症  

ー3－   



○ 人口に占める割合は高いにもかかわらず、これまで十分な対応がさ   

れてこなかった発達障害  

などへの対応が求められている。   
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なお、精神保健福祉士についても、その他の関係職種と同様に行政機  

関等と協力して、国民の精神保健の向上に資する予防及び普及啓発活動  

に関する取組を行うことへの期待もある。  

（3）必要となる技術  

上記の役割を適切に遂行するために、従来からの相談援助技術に加え、   

包括的な相談援助を行うための関連援助技術として、   

○ 多様化するニーズに対し、適切なサービスに結びつけ調整を図るとと  

もに、総合的かつ継続的なサービスの供給を確保するためのケアマネジ  

メント   

○ 相談内容に関し適切に問題を解決するために、他の分野の専門家との  

助言に基づくコンサルテーション   

○ 人的・物的資源の連携により、提供するサービスの充実や効率化、継  

続性の確保などのためのチームアプローチ及びネットワーキング  

などの技術が必要となってきている。  

22 3．求められる役割を踏まえた対応   

23  

24 （1）現状と課題  

25  ① 長期入院患者を中心とした精神障害者の地域移行を更に促進するとと  

26  もに、安心して地域で暮らせるための支援が求められている。  

27  ② また、精神障害者の地域生活を支援するにあたり、医療・福祉・就労  

28  など多様な精神障害者等のニーズに対応したサービスを効果的に提供す  

29  ることが求められている。  

30  ③ 精神保健福祉士を取り巻く環境や求められる役割について変化があっ  

31  たが、これまで、この変化に対応した精神保健福祉士としての必要な知  

32  識及び技術が習得できるようなカリキュラムヘの見直しが行われていな  

33  い。  

34  ④ なお、カリキュラムの見直しにあたっては、特に相談援助にかかる技  

35  術を習得する実習・演習の充実を図り、その実践力を高める必要がある。  
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⑤ 精神保健福祉士を取り巻く環境について、今後も変化することがあり   

得るが、精神障害者等からのニーズに応じ、常に適切な支援を提供する   

ためには、資格取得後の資質の向上が必要である。  

4  

5 （2）具体的な対応  

上記の現状と課題を踏まえ、行政、医療機関、障害福祉サービス事業所、  

教育機関、職能団体等においては、それぞれが連携を図りつつ、以下のと  

おり具体的な対応を図るべきである。  
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7   

8   

9   

‖器   

11   

12   

1：i   

l/t 

①潮解の深化  

現行の法律においては、精神保健福祉士は精神障害者の社会復帰の支   

援を担う者とされているが、これに加え、精神障害者の地域生活の支援   

を担う者であることについても明示すべきである。  

その上で、この役割を適切に遂行できる人材を養成することを目標と   

した教育を行うべきである。  5
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② 脾関係機関との連携の重要性の明示  
医療・福祉・就労など多様化するニーズに対応するためには、それら   

の領域の専門職種・関係機関と連携を図りながら効果的に支援すること   

が必要となるが、現行の法律では、医療関係職種との連携を図ることに   

ついてのみ規定されていることから、これに加え、福祉・労働・司法・   

数量などの様々な領域の専門職種・関係機関との連携を図ることについ   

ても明示すべきである。  

その上で、他職種一関係機関との連携を実践できることを目標として   

必要な知識及び技術について教育を行うべきである。  

カリキュラムの充実   

精神保健福祉士の役割及び他職種・関係機関との連携を含め、今後、  

精神保健福祉士が中核の業務として担うべき役割である、精神障害者の  

地域生活を支援していく上で必要となる知  社会復帰轟＝びの促進を図り、   

識及び技術については不可欠なものとして重点的に、さらに、職域の拡  

大や求められる支援の多様化に伴い拡がった役割についても基礎的な知  

識を習得できるよう、カリキュラムを充実させるべきである。  

④ 実誓ぃ演習lこ力、力、る水準の確保  

○ 精神保健福祉士の実践力を高めるため、養成施設における養成課程に  

－5－   



ついて、時間数の増や教育内容の充実を図るとともに、保健福祉系大学   

等における養成課程についても、養成施設と同程度の水準を確保すべき   

である。  

○ 精神科病院等の医療機関での現場実習が極めて重要であることから、   

必須とすべきである。  

○ 大学及び養成施設の教員の質を高めるとともに、実習先の指導者の質   

についても高める必要がある。  

1
 
2
 
3
 
4
 
5
 
6
 
7
 
R
U
 
9
 
0
 
1
 
2
 
3
 
4
 
5
 
e
U
 
7
 
史
U
 
 

l
 
l
 
l
 
l
 
l
 
l
 
l
 
l
 
l
 
 

⑤資格取得後の資質の向上  

○ 資格取得後の資質の向上については、資格を有する者の意識によると   

ころが大きいことから、法律上明示し、資格を有する者に対し、その重   

要性についての意識の醸成を促すべきである。  

○ 自己の研撹のみならず、職能団体としても資質の向上のための卒後研   

修等に積極的に取り組むべきである。  

0 行政、医療機関、障害福祉サービス事業所、教育機関においては㌧筆   

質の向上のための機会を提供するなどの支援に努めるべきである。  

19 4．今後の検討について  
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本検討会は、精神保健福祉士制度創設からの精神保健医療福祉分野を取り  

巻く環境の変化を踏まえ、今後の精神保健福祉士に求められる役割を明らか  

にするため、精力的に議論を行ってきた。   

今後、より優れた人材の養成や、精神障害者に対する支援の一層の充実に  

向け、引き続き、求められる精神保健福祉士を養成していくために必要とな  

るカリキュラムについての検討を行っていく。   

なお、カリキュラムの具体的な検討にあたっては、ワーキングチームを設  

置し、検討会での議論を踏まえ、検討を行うこととする。  
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1． はじめに   

我が国の精神障害者施策については、長らく精神障害者を医療及び保護の  

対象として位置づけ、入院処遇を中心として進められてきたことから、精神  

障害者の長期入院の解消を図り、社会復帰を促進することが精神保健福祉行  

政の最大の政策課題の一つとして指摘されてきた。   

このため、精神障害者が社会復帰を果たす上で障害となっている諸問題の  

解決を図る必要があり、医療的なケアに加えて、退院のための環境整備など  

についての様々な支援を行う人材として、従来から医療機関及び社会復帰施  

設において精神障害者の社会的復権と福祉のための専門的な活動を実践して  

きた精神科ソーシャルワーカーの国家資格化が求められた。   

こうしたことから、精神障害者の保健及び福祉に関する専門的知識及び技  

術をもって、精神障害者の社会復帰に関する相談援助を行う者として、平成  

9年に精神保健福祉士の資格制度が精神保健福祉士法（平成9年法律第13  

1号）により創設された。   

資格制度創設から現在に至るまでのこの10年間に精神保健福祉士を取り  

巻く環境に変化があったところ七あるが、その中でも、平成16年9月に精  

神保健福祉対策本部が提示した「精神保健医療福祉の改革ビジョン」（以下「ビ  

ジョン」という。）において、「入院医療中心から地域生活中心へ」という基  

本的な方策を推し進めるため、地域生活支援体系の再編などを柱に掲げ、受  

入条件が整えば退院可能な者約7万人について、立ち後れた精神保健医療福  

祉体系の再編及び基盤強化の推進により、10年後の解消を図ることとして  

いる。   

このビジョンに基づき、これまで精神保健医療福祉に関する施策が実施さ  

れてきたところであるが、長期入院患者を中心とした精神障害者の地域移行  

が十分に進んでいない状況にある。   

現在、障害者自立支援法の3年後の見直しに向けた議論が行われていると  

ころであるが、特に、精神障害者については、別途検討会を設置し議論が行  

われており、その中で、精神障害者の地域移行及び地域生活の支援を更に推  

進していく方向で検討が進められている。   

精神障害者が地域において安心して自立した生活を送るためには、「相談支  

援」、「住」、「生活」及び「活動」の各側面における地域生活支援体制の充実  

を図る必要があるが、上記の議論においては、特に、今後、「相談支援」の強  

ー1－   



化を図ることの重要性が指摘されている。  

今後、相談支援の強化を進めていくにあたっては、精神障害者の立場に立  

ち、権利擁護及び主体性を尊重した相談援助により、これらの地域生活支援  

を行う専門職である精神保健福祉士が担う役割はますます重要になる。   

このような状況の中、本検討会は、平成19年12月から審議を開始し、  

精神保健福祉士の高い専門性を担保できるような養成の在り方等について、  

これまでの議論を踏まえて中間的な取りまとめを行うものである。  

2．求められる精神保健福祉士の役割及び必要となる技術  

（1）この10年間での変化  

前述のとおり、我が国の精神保健福祉行政の最大の政策課題の一つであ   

った長期入院患者を中心とした精神障害者の地域移行を促進するため、地   

域移行に関する様々な課題の解決を図り、医療とは異なる観点から精神障   

害者の立場に立ち、社会復帰のために必要な医療的なケア以外の支援を行   

う人材が求められたことから、医療機関及び社会復帰施設において精神障   

害者の社会復帰を支援する専門職として精神保健福祉士制度が精神保嘩福   

祉士法（平成9年法律第131号）により創設されている。  

制度創設当時に求められた「精神障害者の社会復帰の支援」を担う役割   

については、「入院医療中心から地域生活中心へ」という施策の転換が図ら   

れている中にあって、精神保健福祉士の役割としてその重要性が一層高ま   

っているが、長期入院患者を中心とした精神障害者の地域移行が依然とし   

て進んでおらず、一方で、国民の精神保健の課題にも拡大がみられている。  

（2）今後の精神保健福祉士に求められる役割   

① 中核の業務として担うべき役割  

上記のような背景から、医療機関等において精神障害者の地域移行を  

支援する役割については、今後も精神保健福祉士の重要な役割であり、  

これに加え、精神障害者の地域生活を支援する役割がより重要となって  

いる。  

これらが、精神保健福祉士が精神障害者を支援する専門職として担う  

べき最も重要な役割であり、具体的な業務としては、  

○ 援助の方向性を明らかにし、一貫性を保つための援助計画の作成、  
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日常生活能力向上のための指導、生活技能訓練及び退院のための家族   

環境の調整  

○ 在宅医療・福祉サービスの調整、住居の確保・日常生活上の能力の   

向上のための訓練等の居住支援及び就職に向けた相談t求職活動・職   

業生活上での環境調整等の就労支援  

○ 地域住民に精神障害者の理解を求めるとともに、他職種・関係機関・   

ボランティアと連携し、必要な社会資源を整備、開発するための地域   

づくり  

などがある。  

② 精神保健の課題の拡大を背景として拡がった役割  

近年の精神保健の課題の拡大を背景として、職域の拡大や、求められ   

る支援が多様化しており、精神保健福祉士の役割が拡がってきた。  

（ア）職域の拡大・  

○ 行政に関する分野では、精神保健福祉センター、保健所に加え、市   

町村等において、地域の精神保健医療福祉施策を推進する役割  

○ 司法に関する分野では、心神喪失者等医療観察法における社会復帰   

調整官及び精神保健参与員、矯正施設等からの地域生活への移行を支   

援する専門スタッフ  

○ 教育に関する分野では、学校等において、いじめや不登校、教員の   

精神疾患羅患者の増加などを背景に環境調整等の支援を行うスクール   

ソーシャルワーカー  

○ 労働に関する分野では、精神疾患により休職中の者の職場復帰支援   

を行う産業保健スタッフ、ハローワークにおいて、精神障害者の求職   

者に対して、就労支援を行う精神障害者就職サポーター  

など職域の拡がりがみられる。  

（イ）求められる支援の多様化   

従来からの統合失調症への対応のみならず、各々の疾患に対して、固  

有の特性を踏まえた適切な対応が求められており、例えば、  

○ 様々なストレス関連障害や、社会経済状況等を背景として大きく増   

加しているうつ病等の気分障害  

○ 人口の高齢化の進行に伴い、大きな社会問題となっている認知症  

○ 人口に占める割合は高いにもかかわらず、これまで十分な対応がさ   

れてこなかった発達障害  
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などへの対応が求められている。   

なお、精神保健福祉士についても、その他の関係職種と同様に行政機  

関等と協力して、国民の精神保健の向上に資する予防及び普及啓発活動  

に関する取組を行うことへの期待もある。  

（3）必要となる技術  

上記の役割を適切に遂行するために、従来からの相談援助技術に加え、   

包括的な相談援助を行うための関連援助技術として、   

○ 多様化するニーズに対し、適切なサービスに結びつけ調整を図るとと  

もに、総合的かつ継続的なサービスの供給を確保するためのケアマネジ  

メント   

○ 相談内容に関し適切に問題を解決するために、他の分野の専門家との  

助言に基づくコンサルテーション   

○ 人的・物的資源の連携により、提供するサービスの充実や効率化、継  

続性の確保などのためのチームアプローチ及びネットワーキング   

などの技術が必要となってきている。  

3．求められる役割を踏まえた対応  

（1）現状と課題   

① 長期入院患者を中心とした精神障害者の地域移行を更に促進するとと  

もに、安心して地域で暮らせるための支援が求められている。   

② また、精神障害者の地域生活を支援するにあたり、医療・福祉・就労  

など多様な精神障害者等のニーズに対応したサービスを効果的に提供す  

ることが求められている。   

③ 精神保健福祉士を取り巻く環境や求められる役割について変化があっ  

たが、これまで、この変化に対応した精神保健福祉士としての必要な知  

識及び技術が習得できるようなカリキュラムヘの見直しが行われていな  

い。   

④ なお、カリキュラムの見直しにあたっては、特に相談援助にかかる技  

術を習得する実習■演習の充実を図り、その実践力を高める必要がある。   

⑤ 精神保健福祉士を取り巻く環境について、今後も 
得るが、精神障害者等からのニーズに応じ、常に適切な支援を提供する  
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ためには、資格取得後の資質の向上が必要である。  

（2）具体的な対応  

上記の現状と課題を踏まえ、行政、医療機関、障害福祉サービス事業所、   

教育機関、職能団体等においては、それぞれが連携を図りつつ、以下のと   

おり具体的な対応を図るべきである。  

① 精神保健福祉士の役割の理解の深化  

現行の法律においては、精神保健福祉士は精神障害者の社会復帰の支   

援を担う者とされているが、これに加え、精神障害者の地域生活の支援   

を担う者であることについても明示すべきである。  

その上で、この役割を適切に遂行できる人材を養成することを目標と   

した教育を行うべきである。  

（∋ 他職種・関係機関との連携の重要性の明示  

医療・福祉・就労など多様化するニーズに対応するためには、それら   

の領域の専門職桂一関係機関と連携を図りながら効果的に支援すること   

が必要となるが、現行の法律では、医療関係職種との連携を図ることに   

ついてのみ規定されていることから、これに加え、福祉・労働・司法・   

教育などの様々な領域の専門職種・関係機関との連携を図ることについ   

ても明示すべきである。  

その上で、他職種・関係機関との連携を実践できることを目標として   

必要な知識及び技術について教育を行うべきである。  

カリキュラムの充実   

精神保健福祉士の役割及び他職種・関係機関との連携を含め、今後、  

精神保健福祉士が中核の業務として担うべき役割である、精神障害者の  

社会復帰の促進を図り、地域生活を支援していく上で必要となる知識及  

び技術については不可欠なものとして重点的に、さらに、職域の拡大や  

求められる支援の多様化に伴い拡がった役割についても基礎的な知識を  

習得できるよう、カリキュラムを充実させるべきである。  

④ 実習・御、る水準の確保  

○ 精神保健福祉士の琴践力を高めるため、養成施設における養成課程に   

ついて、時間数の増や教育内容の充実を図るとともに、保健福祉系大学   

等における養成課程についても、養成施設と同程度の水準を確保すべき  
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である。  

○ 精神科病院等の医療機関での現場実習が極めて重要であることから、   

必須とすべきである。  

○ 大学及び養成施設の教員の質を高めるとともに、実習先の指導者の質   

についても高める必要がある。  

⑤ 資格取得後の資質の向上  

○ 資格取得後の資質の向上については、資格を有する者の意識によると   

ころが大きいことから、法律上明示し、資格を有する者に対し、その重   

要性についての意識の醸成を促すべきである。  

○ 自己の研鎮のみならず、職能団体としても資質の向上のための卒後研   

修等に積極的に取り組むべきである。  

○ 行政、医療機関、障害福祉サービス事業所、教育機関においては、資   

質の向上のための機会を提供するなどの支援に努めるべきである。  

4．今後の検討について   

本検討会は、精神保健福祉士制度創設からの精神保健医療福祉分野を取り  

巻く環境の変化を踏まえ、今後の精神保健福祉士に求められる役割を明らか  

にするため、精力的に議論を行ってきた。   

今後、より優れた人材の養成や、精神障害者に対する支援の一層の充実に  

向け、引き続き、求められる精神保健福祉士を養成していくために必要とな  

るカリキュラムについての検討を行っていく。   

なお、カリキュラムの具体的な検討にあたっては、ワーキングチームを設  

置し、検討会での議論を踏まえ、検討を行うこととする。  
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大正大学人間学部 教授  

社団法人日本精神保健福祉士協会 常務理事  

慶鷹義塾大学医学部精神■神経科字数室 教授  

国立社会保障・人口問題研究所 所長  

東京成徳大学応用心理学部 教授  

社団法人日本精神科病院協会 副会長  

山梨県立大学人間福祉学部 教授  

東洋大学ライフデザイン学部 学部長  
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座長（構成員の記載は五十音順、肩書きは平成20年10月1日現在）  ◎  

○これまでの検討過程  

回   開催日   
議 題   

第1回  平成19年12月19日  ○ 精神保健福祉士の現状について  

○ 精神保健福祉士と社会福祉士の  

共通科目について   

第2回  平成20年3月13日   ○ 精神保健福祉士と社会福祉士の  

共通科目について   

第3回  平成20年7月11日   ○ 求められる精神保健福祉士の役  

割について   

第4回  平成20年8月29日   ○ 求められる精神保健福祉士の役  

割について  

○ 求められる役割を踏まえた対応  

について   

第5回  平成20年9月29日   ○ 精神保健福祉士の養成の在り方  

等に関する検討会中間報告書に  

ついて   

第6回  平成20年10月14日  q 精神保健福祉士の養成の在り方  

等に関する検討会中間報告書に  

ついて   
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精神保健福祉士法  
（平成9年法律第131号）   



精神保健福祉士法  

（平成九年十二月十九日法律第百三十一号）  

最終改正：平成一八年六月二三日法律第九四号  

第一章肺第三条）  
第二章 試験（第四条一第二十七条）  

第三章節第三十八条）  
第四章義務等（第三十九条湘  

第五章閲第四十八条）  
附則  

第一章 総則   

（目的）  

第一条 この法律は、精神保健福祉士の資格を定めて、その業務の適正を図り、もって精神保健の向上及び精神   

障害者の福祉の増進に寄与することを目的とする。   

（定義）  

第二条 この法律において「精神保健福祉士」とは、第二十八条の登録を受け、精神保健福祉士の名称を用い   

て、精神障害者の保健及び福祉に関する専門的知識及び技術をもって、精神科病院その他の医療施設におい   

て精神障害の医療を受け、又は精神障害者の社会復帰の促進を図ることを目的とする施設を利用している者の   

社会復帰に関する相談に応じ、助言、指導、日常生活への適応のために必要な訓練その他の援助を行うこと  

（以下「相談援助」という。）を業とする者をいう。   

（欠格事由）  

第三条 次の各号のいずれかに該当する者は、精神保健福祉士となることができない。   

一 成年被後見人又は被保佐人   

二 禁錮以上の刑に処せられ、その執行を終わり、又は執行を受けることがなくなった日から起算して二年を経  

過しない者   

三 この法律の規定その他精神障害者の保健又は福祉に関する法律の規定であって政令で定めるものによ  

り、罰金の刑に処せられ、その執行を終わり、又は執行を受けることがなくなった日から起算してこ年を経過し  

ない者   

四 第三十二条第一項第二号又は第二項の規定により登録を取り消され、その取消しの日から起算して二年を  

経過しない者  

第二葺 試験  
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（資格）  

第四条 精神保健福祉士試験（以下「試験」という。）に合格した者は、精神保健福祉士となる資格を有する。   

（試験）  

第五条 試験は、精神保健福祉士として必要な知識及び技能について行う。   

（試験の実施）  

第六条 試験は、毎年一回以上、厚生労働大臣が行う。  

（受験資格）  

第七条 試験は、次の各号のいずれかに該当する看でなければ、受けることができない。   

一 里拉教室法（昭和二十二年法律第二十六号）に基づく大学（短期大字を除く。以下この条において同じ。）  

において厚生労働大臣の指定する精神障害者の保健及び福祉に関する科目（以下この条において「指定科  

目」という。）を修めて卒業した者その他その者に準ずるものとして厚生労働省令で定める者   

二 塁校数責法に基づく大学において厚生労働大臣の指定する精神障害者の保健及び福祉に関する基礎科  

目（以下この条において「基礎科目」という。）を修めて卒業した者その他その者に準ずるものとして厚生労働  

省令で定める者であって、文部科学大臣及び厚生労働大臣の指定した学校、厚生労働大臣の指定した腹芸  

能力盟監促進法（昭和四十四年法律第六十四号）簑土星条里主星二項各号に掲げる施設若しくは国法箋  

三土土釜簑二重に規定する職業能力開発総合大学校（以下「職業能力開発校等」という。）又は厚生労働大  

臣の指定した養成施設（以下「精神保健福祉士短期養成施設等」という。）において六月以上精神保健福祉士  

として必要な知識及び技能を修得したもの   

三 豊拉致喜羞に基づく大学を卒業した者その他その者に準ずるものとして厚生労働省令で定める看であっ  

て、文部科学大臣及び厚生労働大臣の指定した学校、厚生労働大臣の指定した職業能力開発校等又は厚生  

労働大臣の指定した養成施設（以下「精神保健福祉士一般養成施設等」という。）において一年以上精神保健  

福祉士として必要な知識及び技能を修得したもの   

四 掌握数毒法に基づく短期大学（修業年限が三年であるものに限る。）において指定科目を修めて卒業した  

者（夜間において授業を行う学科又は通信による教育を行う学科を卒業した者を除〈。）その他その者に準ず  

るものとして厚生労働省令で定める看であって、厚生労働省令で定める施設（以下この条において「指定施  

設」という。）において一年以上相談援助の業務に従事したもの   

五 里技教室法に基づく短期大学（修業年限が三年であるものに限る。）において基礎科目を修めて卒業した  

者（夜間において授業を行う学科又は通信による教育を行う学科を卒業した者を除く。）その他その者に準ず  

るものとして厚生労働省令で定める看であって、指定施設において一年以上相談援助の業務に従事した後、  

精神保健福祉士短期養成施設等において六月以上精神保健福祉士として必要な知識及び技能を修得したも  

の   

六 掌拉致畳法に基づく短期大学（修業年限が三年であるものに限る。）を卒業した者（夜間において授業を行  

う学科又は通信による教育を行う学科を卒業した者を除く。）その他その者に準ずるものとして厚生労働省令  

で定める者であって、指定施設において一年以上相談援助の業務に従事した後、精神保健福祉士一般養成  

施設等において一年以上精神保健福祉士として必要な知識及び技能を修得したもの   

七 草段数喜法に基づく短期大学において指定科目を修めて卒業した者その他その者に準ずるものとして厚  

生労働省令で定める着であって、指定施設において二年以上相談援助の業務に従事したもの   

八 草技塾喜連に基づく短期大学において基礎科目を修めて卒業した者その他その者に準ずるものとして厚  

生労働省令で定める者であって、指定施設において二年以上相談援助の業務に従事した後、精神保健福祉  
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士短期養成施設等において六月以上精神保健福祉士として必要な知識及び技能を修得したもの   

九 学校数育造に基づく短期大学又は高等専門学嘩を卒業した者その他その者に準ずるものとして厚生労働   

省令で定める着であって、指定施設において二年以上相談援助の業務に従事した後、精神保健福祉士一般   

養成施設等において一年以上精神保健福祉士として必要な知識及び技能を修得したもの   

十 指定施設において四年以上相談援助の業務に従事した後、精神保健福祉士一般養成施設等において一  

年以上精神保健福祉士として必要な知識及び技能を修得した者   

十一 社会福祉士であって、精神保健福祉士短期養成施設等において六月以上精神保健福祉士として必要な  

知識及び技能を修得したもの   

（試験の無効等）  

第八条 厚生労働大臣は、試験に関して不正の行為があった場合には、その不正行為に関係のある者に対して   

は、その受験を停止させ、又はその試験を無効とすることができる。  

2 厚生労働大臣は、前項の規定による処分を受けた者に対し、期間を定めて試験を受けることができないものと   

することができる。   

（受験手数料）  

第九条 試験を受けようとする者は、実費を勘案して改令で定める額の受験手数料を国に納付しなければならな   

い。  

2 前項の受験手数料は、これを納付した者が試験を受けない場合においても、返還しない。   

（指定試験機関の指定）  

第十条 厚生労働大臣は、厚生労働省令で定めるところにより、その指定する者（以下「指定試験機関」という。）   

に、試験の実施に関する事務（以下「試験事務」という。）を行わせることができる。  

2 指定試験機関の指定は、厚生労働省令で定めるところにより、試験事務を行おうとする者の申請により行う。  

3 厚生労働大臣は、他に指定を受けた者がなく、かつ、前項の申請が次の要件を満たしていると認めるときでな   

ければ、指定試験機関の指定をしてはならない。   

一 職員、設備、試験事務の実施の方法その他の事項についての試験事務の実施に関する計画が、試験事務  

の適正かつ確実な実施のために適切なものであること。   

二 前号の試験事務の実施に関する計画の適正かつ確実な実施に必要な経理的及び技術的な基礎を有する  

ものであること。  

4 厚生労働大臣は、第二項の申請が次のいずれかに該当するときは、指定試験機関の指定をしてはならない。   

一 申請者が、民法（明治二十九年法律第八十九号）星≡±旦条の規定により設立された法人以外の看であ  

ること。   

ニ 申請者がその行う試験事務以外の業務により試験事務を公正に実施することができないおそれがあるこ  

と。   

三 申請者が、第二十二条の規定により指定を取り消され、その取消しの日から起算して二年を経過しない着  

であること。   

四 申請者の役員のうちに、次のいずれかに該当する者があること。  

イ この法律に違反して、刑に処せられ、その執行を終わり、又は執行を受けることがなくなった日から起算し  

て二年を経過しない者  

口 次条第二項の規定による命令により解任され、その解任の日から起算してこ年を経過しない者   



（指定試験機関の役員の選任及び解任）  

第十一条 指定試験機関の役員の選任及び解任は、厚生労働大臣の認可を受けなければ、その効力を生じな   

い。  

2 厚生労働大臣は、指定試験機関の役員が、この法律（この法律に基づく命令又は処分を含む。）若しくは第十   

三条第一項に規定する試験事務規程に違反する行為をしたとき、又は試験事務に関し著しく不適当な行為をし   

たときは、指定試琴機関に対し、当該役員の解任を命ずることができる。   

（事業計画の認可等）  

第十二条 指定試験機関は、毎事業年度、事業計画及び収支予算を作成し、当該事業年度の開始前に（指定を   

受けた日の属する事業年度にあっては、その指定を受けた後遅滞なく）、厚生労働大臣の認可を受けなければ   

ならない。これを変更しようとするときも、同様とする。  

2 指定試験機関は、毎事業年度の経過後三月以内に、その事業年度の事業報告書及び収支決算書を作成し、   

厚生労働大臣に提出しなければならない。   

（試験事務規程）  

第十三条 指定試験機関は、試験事務の開始前に、試験事務の実施に関する規程（以下この章において「試験事   

務規程」という。）を定め、厚生労働大臣の認可を受けなければならない。これを変更しようとするときも、同様と   

する。  

2 試験事務規程で定めるべき事項は、厚生労働省令で定める。  

3 厚生労働大臣は、第一項の認可をした試験事務規程が試験事務の適正かつ確実な実施上不適当となったと   

認めるときは、指定試験機関に対し、これを変更すべきことを命ずることができる。  

（精神保健福祉士試験委員）  

買十四条 指定試験機関は、試験事務を行う場合において、精神保健福祉士として必要な知識及び技能を有する   

かどうかの判定に関する事務については、精神保健福祉士試験委員（以下この章において「試験委員」という。）   

に行わせなければならない。  

2 指定試験機関は、試験委員を選任しようとするときは、厚生労働省令で定める要件を備える者のうちから選任   
しなければならない。  

3 指定試験機関は、試験委員を選任したときは、厚生労働省令で定めるところにより、厚生労働大臣にその旨を   

届け出なければならない。試験委員に変更があったときも、同様とする。  

4 第十一条第二項の規定は、試験委員の解任について準用する。  

（規定の適用等）  

第十五条 指定試験機関が試験事務を行う場合における第八条第一項及び第九条第一項の規定の適用につい   

ては、第八条第一項中「厚生労働大臣」とあり、及び第九条第一項中「国」とあるのは、「指定試験機関」とする。  

2 前項の規定により読み替えて適用する第九条第一項の規定により指定試験機関に納められた受験手数料   

は、指定試験機関の収入とする。  

（秘密保持義務等）  

第十六条 指定試験機関の役員若しくは職員（試験委員を含む。次項において同じ。）又はこれらの暗にあった者   

は、試験事務に関して知り得た秘密を漏らしてはならない。  

2 試験事務に従事する指定試験機関の役員又は職員は、到達（明治四十年法律第四十五号）その他の罰則の  
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適用については、法令により公務に従事する職員とみなす。   

（帳簿の備付け等）  

第十七条 指定試験機関は、厚生労働省令で定めるところにより、試験事務に関する事項で厚生労働省令で定め   

るものを記載した帳簿を備え、これを保存しなければならない。   

（監督命令）  

第十八条 厚生労働大臣は、この法律を施行するため必要があると認めるときは、指定試験機関に対し、試験事   

務に関し監督上必要な命令をすることができる。   

（報告）  

第十九条 厚生労働大臣は、この法律を施行するため必要があると認めるときは、その必要な限度で、厚生労働   

省令で定めるところにより、指定試験機関に対し、報告をさせることができる。   

（立入検査）  

第二十条 厚生労働大臣は、この法律を施行するため必要があると認めるときは、その必要な限度で、その職員   

に、指定試験機関の事務所に立ち入り、指定試験機関の帳簿、書類その他必要な物件を検査させ、又は関係者   

に質問させることができる。  

2 前項の規定により立入検査を行う職員は、その身分を示す証明書を携帯し、かつ、関係者の請求があるとき   

は、これを提示しなければならない。  

3 第一項に規定する権限は、犯罪捜査のために認められたものと解釈してはならない。   

（試験事務の休廃止）  

第二十一条 指定試験機関は、厚生労働大臣の許可を受けなければ、試験事務の全部又は一部を休止し、又は   

廃止してはならない。  

（指定の取消し等）  

第二十二条 厚生労働大臣は、指定試験機関が第十条第四項各号（第三号を除く。）のいずれかに該当するに至   

ったときは、その指定を取り消さなければならない。  

2 厚生労働大臣は、指定試験機関が次の各号のいずれかに該当するに至ったときは、その指定を取り消し、又   

は期間を定めて試験事務の全部若しくは一部の停止を命ずることができる。   

一 貫十条第三項各号の要件を満たさなくなったと認められるとき。   

二 第十一条第二項（第十四条第四項において準用する場合を含む。）、第十三条第三項又は第十八条の規  

定による命令に違反したとき。   

三 第十二条、第十四条第一項から第三項まで又は前条の規定に違反したとき。   

四 第十三条第一項の認可を受けた試験事務規程によらないで試験事務を行ったとき。   

五 次条第一項の条件に違反したとき。  

（指定等の条件）  

第二十三条 第十条第一項、第十一条第一項、第十二条第一項、第十三条第一項又は第二十一条の規定によ   

る指定、認可又は許可には、条件を付し、及びこれを変更することができる。  

2 前項の条件は、当該指定、認可又は許可に係る事項の確実な実施を図るため必要な最小限度のものに限り、   

かつ、当該指定、認可又は許可を受ける者に不当な義務を課することとなるものであってはならない。  
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（指定試験機関がした処分等に係る不服申立て）  

第二十四条 指定試験機関が行う試験事務に係る処分又はその不作為について不服がある者は、厚生労働大臣   

に対し、圧政杢旦邑塞重遷（昭和三十七年法律第百六十号）による審査請求をすることができる。  

i  

（厚生労働大臣による試験事務の実施等）  

第二十五条 厚生労働大臣は、指定試験機関の指定をしたときは、試験事務を行わないものとする。  

2 厚生労働大臣は、指定試験機関が第二十一条の規定による許可を受けて試験事務の全部若しくは一部を休   

止したとき、第二十二条第二項の規定により指定試験機関に対し試験事務の全部若しくは一部の停止を命じた   

とき、又は指定試験機関が天災その他の事由により試験事務の全部若しくは一部を実施することが困難となっ   

た場合において必要があると認めるときは、試験事務の全部又は一部を自ら行うものとする。   

（公示）  

第二十六条 厚生労働大臣は、次の場合には、その旨を官報に公示しなければならない。   

－ 第十条第一項の規定による指定をしたとき。   

二 第二十一条の規定による許可をしたとき。   

三 第二十二条の規定により指定を取り消し、又は試験事務の全部若しくは一部の停止を命じたとき。   

四 前条第二項の規定により試験事務の全部若しくは一部を自ら行うこととするとき、又は自ら行っていた試験  

事務の全部若しくは一部を行わないこととするとき。  

（試験の細目等）  

第二十七条 この章に規定するもののほか、試験、精神保健福祉士短期養成施設等、精神保健福祉士一般養成   

施設等、指定試験機関その他この章の規定の施行に関し必要な事項は、厚生労働省令で定める。  

第三章 登録  

（登録）  

第二十八条 精神保健福祉士となる資格を有する者が精神保健福祉士となるには、精神保健福祉士登録簿に、   

氏名、生年月日その他厚生労働省令で定める事項の登録を受けなければならない。  

（精神保健福祉士登録簿）  

第二十九条 精神保健福祉士登録簿は、厚生労働省に備える。  

（精神保健福祉士登録証）  

第三十条 厚生労働大臣は、精神保健福祉士の登録をしたときは、申請者に第二十八条に規定する事項を記載   

した精神保健福祉士登録証（以下この章において「登録証」という。）を交付する。  

（登録事項の変更の届出等）  

第三十一条 精神保健福祉士は、登録を受けた事項に変更があったときは、遅滞なく、その旨を厚生労働大臣に   

届け出なければならない。  

2 精神保健福祉士は、前項の規定による届出をするときは、当該届出に登録証を添えて提出し、その訂正を受   

けなければならない。  

（登録の取消し等）  
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第三十二条 厚生労働大臣は、精神保健福祉士が次の各号のいずれかに該当する場合には、その登録を取り消   

さなければならない。   

一 第三条各号（第四号を除く。）のいずれかに該当するに至った場合   

二 虚偽又は不正の事実に基づいて登録を受けた場合  

2 厚生労働大臣は、精神保健福祉士が第三十九条、第四十条又は第四十一条第二項の規定に違反したとき   

は、その登録を取り消し、又は期間を定めて精神保健福祉士の名称の使用の停止を命ずることができる。   

（登録の消除）  

第三十三条 厚生労働大臣は、精神保健福祉士の登録がその効力を失ったときは、その登録を消除しなければ   

ならない。   

（変更登録等の手数料）  

第三十四条 登録証の記載事項の変更を受けようとする者及び登録証の再交付を受けようとする者は、実費を勘   

案して政令で定める額の手数料を国に納付しなければならない。   

（指定登録機関の指定等）  

第三十五条 厚生労働大臣は、厚生労働省令で定めるところにより、その指定する者（以下「指定登録機関」とい   

う。）に、精神保健福祉士の登録の実施に関する事務（以下「登録事務」という。）を行わせることができる。  

2 指定登録機関の指定は、厚生労働省令で定めるところにより、登録事務を行おうとする者の申請により行う。   

第三十六条 指定登録機関が登録事務を行う場合における第二十九条、第三十条、第三十一条第一項、第三十   

三条及び第三十四条の規定の適用については、これらの規定中「厚生労働省」とあり、「厚生労働大臣」とあり、   

及び「国」とあるのは、「指定登録機関」とする。  

2 指定登録機関が登録を行う場合において、精神保健福祉士の登録を受けようとする者は、実費を勘案して政   

令で定める額の手数料を指定登録機関に納付しなければならない。  

3 第一項の規定により読み替えて適用する第三十四条及び前項の規定により指定登録機関に納められた手数   

料は、指定登録機関の収入とする。  

（準用）  

第三十七条 第十条第三項及び第四項、第十一条から第十三条まで並びに第十六条から第二十六条までの規   

定は、指定登録機関について準用する。この場合において、これらの規定中「試験事務」とあるのは「登録事務」   

と、「試験事務規程」とあるのは「登録事務規程」と、第十条第三項中「前項の申請」とあり、及び同条第四項中  

「第二項の申請」とあるのは「第三十五条第二項の申請」と、第十六条第一項中「職員（試験委員を含む。次項に   

おいて同じ。）」とあるのは「職員」と、第二十二条第二項第二号中「第十一条第二項（第十四条第四項において   

準用する場合を含む。）」とあるのは「第十一条第二項」と、同項第三号中「、第十四条第一項から第三項まで又   

は前条」とあるのは「又は前条」と、第二十三条第一項及び第二十六条第一号中「第十条第一項」とあるのは「第   

三十五条第一項」と読み替えるものとする。  

（厚生労働省令への委任）  

第三十八条 この章に規定するもののほか、精神保健福祉士の登録、指定登録機関その他この章の規定の施行   

に関し必要な事項は、厚生労働省令で定める。  

第四章 義務等  
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（信用失墜行為の禁止）  

第三十九条 精神保健福祉士は、精神保健福祉士の信用を傷つけるような行為をしてはならない。   

（秘密保持義務）  

第四十条 精神保健福祉士は、正当な理由がなく、その業務に関して知り得た人の秘密を漏らしてはならない。精   

神保健福祉士でなくなった後においても、同様とする。   

（連携等）  

第四十一条 精神保健福祉士は、その業務を行うに当たっては、医師その他の医療関係者との連携を保たなけ   

ればならない。  

2 精神保健福祉士は、その業務を行うに当たって精神障害者に主治の医師があるときは、その指導を受けなけ   

ればならない。   

（名称の使用制限）  

第四十二条 精神保健福祉士でない者は、精神保健福祉士という名称を使用してはならない。  

（権限の委任）  

第四十二条のこ この法律に規定する厚生労働大臣の権限は、厚生労働省令で定めるところにより、地方厚生局   

長に委任することができる。  

2 前項の規定により地方厚生局長に委任された権限は、厚生労働省令で定めるところにより、地方厚生支局長   

に委任することができる。  

（経過措置）  

第四十三条 この法律の規定に基づき命令を制定し、又は改廃する場合においては、その命令で、その制定又は   

改廃に伴い合理的に必要と判断される範囲内において、所要の経過措置（罰則に関する経過措置を含む。）を   

定めることができる。  

第玉章 罰則   

第四十四条 第四十条の規定に違反した者は、一年以下の懲役又は三十万円以下の罰金に処する。  

2 前項の罪は、告訴がなければ公訴を提起することができない。   

第四十五条 第十六条第一項（第三十七条において準用する場合を含む。）の規定に違反した者は、一年以下の   

懲役又は三十万円以下の罰金に処する。   

第四十六条 第二十二条第二項（第三十七条において準用する場合を含む。）の規定による試験事務又は登録   

事務の停止の命令に違反したときは、その違反行為をした指定試験機関又は指定登録機関の役員又は職員   

は、一年以下の懲役又は三十万円以下の罰金に処する。   

第四十七条 次の各号のいずれかに該当する者は、三十万円以下の罰金に処する。   

一 第三十二条第二項の規定により精神保健福祉士の名称の使用の停止を命ぜられた看で、当該停止を命ぜ  

られた期間中に、精神保健福祉士の名称を使用したもの   

二 第四十二条の規定に違反した者  
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第四十八条 次の各号のいずれかに該当するときは、その違反行為をした指定試験機関又は指定登録機関の役   

員又は職員は、二十万円以下の罰金に処する。   

一 第十七条（第三十七条において準用する場合を含む。）の規定に違反して帳簿を備えず、帳簿に記載せ   

ず、若しくは帳簿に虚偽の記載をし、又は帳簿を保存しなかったとき。   

ニ 第十九条（第三十七条において準用する場合を含む。）の規定による報告をせず、又は虚偽の報告をしたと  

き。   

三 第二十条第一項（第三十七条において準用する場合を含む。）の規定による立入り若しくは検査を拒み、妨   

げ、若しくは忌避し、又は質問に対して陳述をせず、若しくは虚偽の陳述をしたとき。   

四 第二十一条（第三十七条において準用する場合を含む。）の許可を受けないで試験事務又は登録事務の全  

部を廃止したとき。  

附 則 抄   

（施行期日）  

第一条 この法律は、平成十年四月一日から施行する。ただし、第七条第二号及び第三号の規定（学校、職業能   

力開発校等又は養成施設の指定に係る部分に限る。）、第二十七条の規定（精神保健福祉士短期養成施設等   

及び精神保健福祉士一般養成施設等に係る部分に限る。）並びに附則第七条の規定は、公布の日から起算し   

て九月を超えない範囲内において政令で定める日から施行する。   

（受験資格の特例）  

第二条 この法律の施行の際現に病院、診療所その他厚生労働省令で定める施設において相談援助を業として   

行っている看であって、次の各号のいずれにも該当するに至ったものは、平成十五年三月三十一日までは、第   

七条の規定にかかわらず、試験を受けることができる。   

一 厚生労働大臣が指定した講習会の課程を修了した者   

二 病院、診療所その他厚生労働省令で定める施設において、相談援助を五年以上業として行った者   

（名称の使用制限に関する経過措置）  

第三条 この法律の施行の際現に精神保健福祉士という名称を使用している者については、第四十二条の規定   

は、この法律の施行後六月問は、適用しない。   

（検討）  

第四条 政府は、この法律の施行後五年を経過した場合において、この法律の規定の施行の状況について検討   

を加え、その結果に基づいて必要な措置を講ずるものとする。   

附則（平成－一年一二月八日法律第一五一号）抄   

（施行期日）  

第一条 この法律は、平成十二年四月一日から施行する。   

第四条 この法律の施行前にした行為に対する罰則の適用については、なお従前の例による。  

附則（平成－「年一二月二二日法律第一六○号）抄  
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（施行期日）  

第一条 この法律（第二条及び第三条を除く。）は、平成十三年一月六日から施行する。  

附 則（平成一八年六月二日法律第五○号）抄  

（施行期日）  

1この法律は、一般社団・財団法人法の施行の日から施行する。  

（調整規定）  

2 犯罪の国際化及び組織化並びに情報処理の高度化に対処するための刑法等の一部を改正する法律（平成十   

八年法律第  号）の施行の日が施行日後となる場合には、施行日から同法の施行の日の前日までの間にお   

ける組織的な犯罪の処罰及び犯罪収益の規制等に関する法律（平成十一年法律第百三十六号。次項において  

「組織的犯罪処罰法」という。）別表第六十二号の規定の適用については、同号中「中間法人法（平成十三年法   

律第四十九号）第百五十七条（理事等の特別背任）の罪」とあるのは、「一般社団法人及び一般財団法人に関す   

る法律（平成十八年法律第四十八号）第三百三十四条（理事等の特別背任）の罪」とする。  

3 前項に規定するもののほか、同項の場合において、犯罪の国際化及び組織化並びに情報処理の高度化に対   

処するための刑法等の一部を改正する法律の施行の日の前日までの間における組織的犯罪処罰法の規定の   

適用については、第四百五十七条の規定によりなお従前の例によることとされている場合における旧中間法人   

法第百五十七条（理事等の特別背任）の罪は、組織的犯罪処罰法別表第六十二号に掲げる罪とみなす。  

附 則（平成一八年六月二三日法律第九四号）   

この法律は、公布の日から起算して六月を経過した日から施行する。  
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